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2023/6/23 講演会
「未来の軍事技術の今を読み解く」

特定秘密保護法の大改
悪がなされる!?

海渡雄一
（デジタル監視社会に反対する
法律家ネットワーク・秘密保護
法対策弁護団）

第1 安倍・菅・岸
田政権による、とめ
どない軍備拡大と
戦争国家体制の
構築

20XX/9/3 プレゼンテーションのタイトル 2

戦争が廊下の奥に立つてゐた
渡辺白泉

（1939）

２０１２年末第２次安倍政権後
戦争遂行体制を地域の中につくりだそうとする
戦争体制準備の法案が次々につくられている

• 13年には特定秘密保護法、
• 15年には集団的自衛権を認める平和安全保障法制、
• 17年には共謀罪法
• 20年には学術会議６人の委員の任命拒否
• 21年にはデジタル監視法と重要土地規制法
• 22年には警察庁にサイバー局が設置され、経済安保法が成立
• 23年には軍拡予算確保法案と防衛省装備品（武器）の開発・生産基盤強化法案が国

会に提出され、参院で攻防を繰り広げている。
• このような監視社会化を進める一連の法制度は、プライバシーの危機であり、表現の自由

を萎縮させ、民主主義の危機をもたらします。
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歴史に学ぶ

• イギリス首相 W.チャーチル 「歴史から教訓を学ばぬ者は、過ちを繰
り返して亡びる」

• ドイツ宰相 O.ビスマルク 「愚者は経験に学び、賢者は歴史に学ぶ」
• 前漢博士 賈誼〈かぎ〉） 「前車の覆るを後車の諫めと成す」(「漢書」
賈誼伝)

• 日本首相 吉田茂 「歴史に学べ。それにより人の行動が読める。何が
変って、何が変わっていないかがわかる。」
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海渡雄一著「戦争をする国のつくり方」(2017 彩流社)

戦争は武器と軍隊だけでできるわけではない 歴史に学ばぬ安倍・菅・岸田自民党政権

• 1931年満州事変 中国軍によって満鉄線が爆破されたとされたが、
関東軍の自爆・謀略だった。

• このことは終戦まで隠された。メディア幹部は知っていたが、国と一緒に
なって隠した。

• 高市元総務大臣は、放送を国のコントロールのもとに置こうとしている
• ベトナム戦争・トンキン湾事件の二回目の砲撃は米軍の謀略だつた。
• しかし、このことは、エルズバーグ氏・NYタイムスによってペンタゴンペー
パーが暴露されるまで、秘密とされた。
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• ▶戦争を行う主体をつくる（大本営→国家安全保障会議）

• ▶戦争に反対する勢力を無力化する治安法制が整備され、戦争に反対する諸勢力
が非合法化・あるいは活動を大きく制限される（治安維持法→新共謀罪）

• ▶一般国民を戦争に協力させるための、思想・道徳の徹底のための教育がなされる
（教育勅語・軍事教練・靖国神社→日の丸君が代強制・道徳教育）

• ▶戦争のためにすべての物質的・社会的資源を動員することのできる法制度が整備
される（国家総動員法、徴兵制度→有事法制・自民党改憲草案国家緊急権条項・
経済安保法）

• ▶戦争の準備の過程と戦意の高揚のために不都合な情報は隠ぺいできる情報管理
体制を確立する（軍機保護法・国防保安法・要塞地帯法→特定秘密保護法・重要
土地規制法・武器開発生産基盤強化法案）

• ▶国民を戦争に誘導する情報が選別されて提供されるような報道の統制がなされ、
市民が相互に監視し、国家が直接市民を監視できるシステム・仕組みが整備されるこ
と（報道出版の検閲統制・内閣情報局→報道機関に対する脅しとキャスター外し、
総務大臣の停波発言、ＮＨＫ人事への介入、デジタル監視法の制定、<内閣情報
局の設立>）

2023/6/22

第2 防衛三文書
の制定と軍備拡大
二法が目指す軍
事国家への途

先行していた南西
諸島の軍事化
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2022.12.16
「国家安全保障
戦略」 「国家防
衛戦略」 「防衛
力整備計画」閣

議決定される

• 反撃能力（敵基地攻撃能力）の
保有

• ⾧射程ミサイルの増強

• 防衛力強化に向けて2023年度か
ら5年間の防衛費を約43兆円に増
額する。

• 中国の軍事動向は「最大の挑戦」と
位置付ける。→仮想敵国視

• 北朝鮮や中国による高性能ミサイル
の開発を念頭に、従来の弾道ミサイ
ル防衛体制では対応できないと指
摘。相手国のミサイル発射拠点など
をたたく反撃能力を保有する必要性
を訴える。防衛費と関連経費を合わ
せた予算水準について、国内総生産
（GDP）比2％を目指す。

9

• 反撃能力(敵基地攻撃能力)について、日
本への武力攻撃が発生した場合、武力行
使の3要件に基づき、攻撃を防ぐのにやむ
を得ない必要最小限度の措置として発動
する。

• 米国と協力して対処する。
• サイバー攻撃を未然に防ぐため「能動的サ

イバー防御」を導入する。
• 防衛装備品の輸出拡大へルールの見直し

を検討する。
• 台湾海峡の平和と安定の重要性を指摘す

る。
• 「自由で開かれたインド太平洋」の実現に

向け、同盟国・同志国との関係強化を打
ち出す。

琉球弧の島々で
米軍と自衛隊が
機動展開する

• 2022年8月、ペロシ米下院議⾧が台湾を訪れた直後から、中国
軍が大規模な軍事演習を開始。事実上の停戦ラインである中国と
台湾の間に引かれた中間線を越えて、戦闘機や海軍の艦艇が、ど
んどん台湾側に入るようになった。

• 同じ8月には、米陸軍が陸上自衛隊と台湾有事を想定した対艦訓
練、つまり中国の艦艇を攻撃する訓練を奄美大島で行った。

• 海兵隊と陸軍がハイマースというロケットシステムを持って、南西諸
島の島々に展開して、自衛隊に協力してもらいながら戦う作戦計
画となっている。
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自衛隊と米軍は住民の安全と生命を守らない

• 共同通信の石井暁・専任編集委員は解説記事の中で「南西諸島の
島々を臨時の軍事拠点にする共同作戦計画は米軍の強い要求に基
づくもの」と強調している。

• 21年夏頃から米軍は自衛隊に対し、「日米間の政治的プロセスは待っ
ていられない」として一層強硬な姿勢に出るようになったという。

• こうした動きに対し、石井氏は「米中対立のはざまで法的根拠があいま
いなまま住民の安全をないがしろにすることは許されない」と記していた。
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第3 軍拡を固
定化する軍拡二
法が成立

20XX/9/3 プレゼンテーションのタイトル 13

「防衛財源確保法案」は、大軍拡
の財源となる「防衛力強化資金」と
いう基金を創設し、大軍拡予算を
固定化するための法です。

防衛財源確保法案の概要

• 財源に充てる税外収入をためる「防衛力強化資金」の設置を盛った。特別会計の
剰余金など約1.5兆円の税外収入を特例的に確保する規定も明記した。これらを
防衛費の増額に充てれば、他の経費の財源は減る。政府の債務が膨らむ恐れも
ある。

• 病院を運営する2つの独立行政法人の積立金から、計746億円を本来より前倒
しで国庫に返納させる。政府の投融資を管理する「財政投融資特別会計」から
2000億円、為替介入に備える「外国為替資金特別会計」から1.2兆円を一般会
計に繰り入れる。

• これらを防衛力強化資金にため、複数年度かけて使う。法案で手当てする1.5兆
円とは別に、政府は国有財産売却などで3.1兆円ほどの税外収入の確保も見込
む。計4.6兆円のうち2023年度に1.2兆円を使い、残りは24年度以降の防衛費
の増額分に充てる。20XX/9/3 プレゼンテーションのタイトル 14

武器・兵器産業
の開発生産基盤
強化法の危険性
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・「防衛生産基盤強化法」（＝軍需
産業国有化法＝武器輸出支援法
＝企業版秘密保護法）は、軍需
産業に材料の調達先を明らかにさ
せ、武器輸出などへの財政支援と
融資を行い、それでも経営が維持で
きないときには国有化するところにま
で踏み込むものです。国が全力で
軍需産業を支える仕組みです。

・また、武器の開発製造に関して民
間企業の従業員にも厳しい守秘義
務を課し、違反には刑事罰を課す、
企業版秘密保護法と言えます。

武器製造業についてサプライチェーンまで国に報告
する努力義務が課される

• 任務に不可欠な兵器を製造する企業に対して、サプライチェーン調査
（第８条）を定め、調査により、防衛省がサプライチェーンリスクを直
接把握できるようにするとされる。企業は防衛省の調査に対して回答の
努力義務を負い、企業の調達先を国が直接把握するシステムを構築
しようとしている。そして、この調査の結果を以下の措置にも活用し、基
盤の強化を図るとしている。
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武器産業に金をつぎ込む
• 兵器の製造に資する企業の取組について、サプライヤーも含め、経費を直接的に支払うこ

とを可能とする。そのことにより、様々なリスクへの対応や兵器生産基盤の維持・強化を図
るとしている。そして、基盤強化の措置（第４条～第７条）として、防衛省は、防衛大臣
から計画の認定を受けた事業者に対して、

• ①供給網の強靱化 （サプライチェーン）、
• ②製造工程効率化、
• ③サイバーセキュリティ強化
• ④事業承継等についての経費を直接支払うことができる。
• 装備移転円滑化措置（第９条～第２５条）として、防衛省が、装備品等の仕様・性能

等を変更する費用に対して助成金を交付するシステムを構築するとしている。さらに、装備
品製造等事業者に対して、日本政策金融公庫による貸付けについての配慮をするとして
いる（第２６条）。

• 兵器生産企業に対する国の直接・間接の資金供与を可能にする仕組みをつくろうとしてい
る。
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杉原浩司氏(NAJAT)が参院で参考人として公述
「”死の商人”国家への堕落だ」

• 山添拓・参院議員(共産)は、
国会に参考人として招致された
杉原浩司氏(NAJAT)の言葉
を引用しながら、防衛省が次
世代戦闘機をはじめ、殺傷能
力のある兵器の輸出に舵を切
ろうとしていると批判しました。

20XX/9/3 プレゼンテーションのタイトル 18赤旗2023.6.5より

製造施設等の国による保有

• 製造施設等の国による保有について規定し（第２９条～第
３３条）、上記の措置を講じてもなお、他に手段がない場合、
国自身が製造施設等を保有し、企業に管理・運営させること
を可能とするとしている。兵器の国産政策を維持するため、倒
産しかかっている兵器産業を国有化しようというのである。
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これは「企業版秘密保護法」だ
• 武器製造契約における秘密の保全措置について規定し、兵器等の機
微情報の保全を強化するとしている（第２７条、第２８条）。
• 「装備品等秘密の取扱いの業務に従事する従業者は、その業務に関して知り得た装備品等秘密
を漏らしてはならない。装備品等秘密の取扱いの業務に従事しなくなった後においても、同様とす
る。」と定め、企業の従業員にも法的な守秘義務を課している。
• 法案３７条は、サプライチェーンについて報告又は資料の提出の求めに係る事務に関して知り得
た秘密を正当な理由がなく漏らし、又は盗用した者は、２年以下の拘禁刑又は１００万円以下
の罰金に処することとしている。
• 法案３８条は、装備移転支援業務に関して知り得た秘密を漏らし又は盗用した者と装備品等秘
密を漏らした者は、１年以下の拘禁刑又は５０万円以下の罰金に処するという刑事罰を定めてい
る。
• このような法制度は、処罰の対象とされる「装備品等秘密」の要件が、極めてあいまいであり、国
の特定秘密保護制度を兵器産業従事者にまで拡大するものであって、「企業版秘密保護法」を制
定しようとするものにほかならない。
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国民の知る権利と表現の自由、ひいては我が国の
民主主義を危機へと導く「企業版秘密保護法」

•現在、政府が防衛３文書により大軍拡を図る方針を明らかにしてい
る中で、その当否をめぐる国民的な討論が必要である。防衛省が調達
している兵器についても、その必要性が厳しく吟味されなければならな
い。
•ところが、法は、防衛省が調達している兵器技術の内容を秘密にし、
これに関する国民的な討論を著しく萎縮させる効果を持っている。国民
の知る権利と表現の自由、ひいては我が国の民主主義を危機へと導く
「企業版秘密保護法」である。
•しかし、立憲民主党はこの制定に賛成した。
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第４ 土地規制法
(2021)は、日米共
同軍事作戦への反対
を抑え込む住民監視

が目的だった
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時間は前後しているが、土地規制法と経済安保法は国
家安全保障戦略の策定により、対中戦略の手段である
ことが明確となった。

• 「国家安全保障戦略」では、「自衛隊、米軍等の円滑な活動の確保の
ために、・・・安定的かつ柔軟な電波利用の確保、民間施設等によって
自衛隊の施設や活動に否定的な影響が及ばないようにするための措
置をとる」と、さらに「原子力発電所等の重要な生活関連施設の安全
確保対策、国境離島への不法上陸事案対策等に関し、武力攻撃事
態のほか、それには至らない様々な態様・段階の危機にも切れ目なく
的確に対処できるようにする」と記載されている

20XX/9/3 プレゼンテーションのタイトル 23

土地規制法の根本問題はすべての要件があいまいだっ
たこと→国家安全保障戦略によって、意味内容が事後
的に充填された
• ▶ 土地規制法は、法案中の概念や定義が曖昧で政府の裁量でどのようにも解釈できるものになっ

ている。まず、注視区域指定の要件である「重要施設」のうちの「生活関連施設」とは何をさすのか
は政令で定める。

• ▶「重要施設」の「機能を阻害する行為」とはどのような行為なのかも政府が定める基本方針に委
ねている。

• ▶ 重要施設には自衛隊と米軍、海上保安庁の施設だけでなく、「その機能を阻害する行為が行わ
れた場合に国民の生命、身体又は財産に重大な被害が生ずる恐れのあるもので、政令で指定する
もの」を含むとされている。

• ▶原発などの発電所、情報通信施設、金融、航空、鉄道、ガス、医療、水道など、主要な重要イン
フラは何でも入りうる法律となっている。

2023/6/22
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政府は基地周辺の座り込みなどは監視対象にする
つもりはないというけれど・・

• 基地建設反対や基地監視などの活
動、原発再稼働反対の活動などにつ
いて、政府は単なる座り込みを続け
ている場合には適用がないと小此木
担当大臣は答弁した。

沖縄国際大学の屋上から普天間基地を見渡す。住宅密
集地基地が隣接している。海渡雄一撮影2017年11月
国際親権法学会沖縄大会のスタディツアーにて

2023/6/22 プレゼンテーションのタイトル 25

土地規制法も、内閣総理大臣を情報の集約点としている。
内閣に置かれる内調・デジタル庁、内閣府に置かれる重要土地
に関する情報の分析機関などは、連携して中央国家情報機
関＝JCIAを目指しているように見える。

2023/6/22

2023年5月ついに沖縄の島々が地域指定へ
川内原発も地域指定された

• 2021年の国会で成立した土地規制法は２０２２年９月から完全施行された。政府は、パブリックコメントによ
せられた市民の意見を完全に無視した。区域指定について関係地方公共団体からの意見聴取をすることとなってい
たが、尊重の規定はなく、最近の政府ヒアリングでは、自治体に聞くのは線引きについての意見だけと切り捨てた。

• 基本方針では機能阻害行為については、７つの類型を例示しているが、例示に過ぎず、これらの例示にあたらな
いことでも機能阻害行為になると述べている。

• 政府は、５月１２日、土地等利用状況審議会に対し、第２回目指定対象として、１都９県の注視区域１２１
カ所、及び特別注視区域４０カ所を提示し、審議会はこれをすべて了承した。今後政府は関係地方自治体に説
明と意見聴取を行い、８～９月ころ正式に指定する方針である。
今回の候補区域は、前記のとおり合計１６１カ所である。初回指定がそれぞれ２８カ所ずつの合計５８カ所で
あったから、指定のペースはあがっている。報道によれば、政府は２０２４年秋ごろまでに全国で計約６００カ所
を指定する方針ということである。鹿児島県内の自衛隊施設のほとんどすべてが対象となり、奄美大島、沖縄本島、
宮古、石垣、与那国の南西諸島のミサイル基地や弾薬庫が指定対象となった。鹿児島県川内市にある九州電力
川内原子力発電所も指定された。土地規制法が、日米共同軍事作戦への反対を抑え込む住民監視が目的であ
ることが明確となってきた。土地規制法の廃止を求め続けなければならない。

20XX/9/3 プレゼンテーションのタイトル 27

奄美大島、沖縄本島、宮古、石垣、与那国の南
西諸島のミサイル基地や弾薬庫が指定対象

• 鹿児島以南が、特別注視区域は２０カ所と半数を占め、注視区域は約７
割の８４カ所にのぼっている。報道によれば、国境離島の指定は今回で終
了するとされ、この地域に未指定の国境離島が多く存在することから指定候
補地数が多くなったという側面はあるとしても、鹿児島県内の自衛隊施設の
ほとんどすべてが対象となり、奄美大島、沖縄本島、宮古、石垣、与那国の
南西諸島のミサイル基地や弾薬庫が指定対象となった。さらに、今回初めて
「生活関連施設」としての原子力施設が指定されたが、指定されたのは鹿児
島県川内市にある九州電力川内原子力発電所だけである。このように、今
回の指定は、「台湾有事」を煽ることで軍拡をすすめ、「台湾有事」が発生し
た場合に、最前線となる南西地域の自衛隊施設周辺を自衛隊の活動に
「妨害」が生じないようにしようとするものである。

20XX/9/3 プレゼンテーションのタイトル 28

25 26

27 28
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土地等利用状況審議会は飾り物のままでよいの
か?
• 土地等利用状況審議会は、区域指定に対して、市民の権利が不当に侵害されないよ

う、慎重に審議し、意見を言う役割がある。しかし、審議会当日に１６１カ所もの候
補地を初めて示されて、即座に同意を与えてしまっている。審議会委員には市民の権
利が不当に侵害されないようにしていく責務がある。しかし現状は、政府の提案を承認
するだけの、単なる「お墨付き」を与えるだけの機関になっている。

• また、今後、指定対象とされた区域がある自治体には、内閣府からの説明と意見聴取
手続が行われる。内閣府からの説明と意見聴取は、区域の存在する市町村だけでなく、
都県に対しても行われる。

• 沖縄県は、昨年９月、政府に対し、区域指定に当たっては関係自治体の意見を尊重
すべきであること、特別注視区域の指定は真に必要最小限度にとどめるべきであること、
区域指定は施設の機能に着目してなされるのであるから指定区域毎に機能阻害行為
を明らかにすべきことという意見を提出している。今後、説明を受け意見聴取がなされ
る自治体においては、住民の権利と生活を擁護するという観点から、沖縄県と同様の
姿勢で政府からの説明と意見聴取に臨んでもらうことを求めるものである。

20XX/9/3 プレゼンテーションのタイトル 29

私たちの決意

• 今回の指定は「戦争する国」への地ならしがいよいよ本格的に開始されたと
いうことだ。

• 今後、政府による基地反対運動や基地監視活動に対する監視や抑圧が強
まるおそれがある。

• 土地規制法は、憲法で保障された思想信条の自由や表現の自由、さらには
財産権を侵害するおそれの大きい憲法違反の法律であり、直ちに廃止される
べきものである。

• 私たちは、政府がこの法律の運用において、基本的人権を侵害し、平和主
義を逸脱し、地方自治の本旨を蹂躙することがないよう今後も見張っていく。

20XX/9/3 プレゼンテーションのタイトル 30

第１2014.11.21 stop秘密保護法大集会 る権利を掘

り崩す秘密保護法
2023/6/22

第5 特定秘密保
護法の適用とそ
の拡大が企図さ
れている

自由権規約委員会から重なる法改正の勧告

•自由権規約委員会は第六回(2014)・第七回(2022)の審査で、
•特定秘密の対象となる情報カテゴリーを明確にすること、
•国家の安全という抽象的な概念により表現の自由を制約するのでは
なく自由権規約１９条３項に則った制約となるようにすること、
•公共の利益に関する情報を流布することにより個人が処罰されないこ
と
•を保障することを政府に求め続けている。

20XX/9/3 プレゼンテーションのタイトル 32

29 30

31 32
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秘密保護法の根本的欠陥
政府の違法行為が秘密にされ、戦争の途を開く

• 秘密保護法対策弁護団は、法違反の刑事事件についての弁護体制を整えると共に、秘密保護法廃止運動
を担うために、２０１４年１月２４日に結成された。

• 秘密保護法には根本的な欠陥があり、何が秘密に指定されるかが限定されず、政府の違法行為を秘密に指
定してはならないことも明記されていない。公務員だけでなく、ジャーナリストや市民も、独立教唆・共謀・煽動
の段階から処罰される可能性がある。最高刑は懲役１０年の厳罰である。政府の違法行為を暴いた内部告
発者、ジャーナリスト、市民活動家を守る仕組みも含まれていないし、政府から独立した「第三者機関」も存在
しない。

• 特定秘密の２０２１年末時点での指定件数は６５９件で、防衛省の指定件数が最も多く、３７５件に
及ぶ。同時点での特定秘密が記録された行政文書数で見ると、防衛省は２０万５４５４件という膨大な数
に上る。特定秘密の取扱いの業務を行うことができる者の数は、全体が１３万４２９７人のところ、防衛省
が突出して多く、１２万３２３４人で、９０％を超えている（以上につき、２０２２年６月付け政府報告
参照）。防衛省が特定秘密の指定を乱発し、秘密の範囲を恣意的に拡大し、かえって秘密の管理が制御不
能になっていることが浮かび上がる。

20XX/9/3 プレゼンテーションのタイトル 33

秘密保護法違反第一号事件
秘密の内容は、明らかにならず。

•このような中、防衛省は、秘密保護法で定められた「特定秘密」をOBに漏らしたとして、
海上自衛隊の１等海佐を昨年１２月２６日付けで懲戒免職処分にし、自衛隊内部の
捜査機関である警務隊は１等海佐を秘密保護法違反で書類送検した。
•防衛省発表の「海上自衛隊における特定秘密等漏えい事案について」と題する報告書及
び報道によると、１等海佐は、海自で情報を専門的に扱う情報業務群の司令を務めてい
た２０２０年３月、すでに退職していた元自衛艦隊司令官・海将に対して最新の安全保
障情勢に関する説明を行った際、秘密保護法で定められた「特定秘密」にあたる「我が国
周辺の情勢に関し収集した情報等に関する特定秘密」などを漏らしたとされている。
•１等海佐と元海将は過去に上司・部下の関係であり、元海将以外への情報漏えいは確
認されなかったという。元海将は講演などの機会があり、正確な情報を把握するため可能
な範囲で説明を依頼したものであり、「特定秘密」など秘密の情報の提供依頼はなかった
と報じられている。

• この事件は、３月１４日、元海佐は不起訴処分とされ、秘密の内容は明らかにされな
かった。漏えいしたとされる特定秘密が真に秘密保護法で保護されるべき情報であったかを
検証することはできない。秘密保護法によって、恣意的に刑事手続が発動されるおそれが
あることも明らかになった。

20XX/9/3 プレゼンテーションのタイトル 34

セキュリティ・クリ
アランス中間論
点整理
2023/5

20XX/9/3 プレゼンテーションのタイトル 35

セキュリティ・クリアランス制度に関する必要性

• 安全保障の概念が経済・技術の分野にも大きく拡大し、軍事技術・非軍事技術の 境目
も曖昧となっている中、経済安全保障分野においても、セキュリティ・クリ ランス制度を含む
我が国の情報保全の更なる強化を図る必要。

• 特定秘密保護法の施行により我が国の情報保全制度の信頼性が高まり、同盟国・ 同志
国との情報共有が一層円滑になった一方、主要国と異なり、同法では政府が 特定秘密
として指定できる情報の範囲が、防衛、外交、特定有害活動、テロの４分野に限定。経
済安全保障に関する情報は必ずしも保全の対象でない。

• 特定秘密保護制度等の下で指定された情報にアクセスできる民間事業者等も防衛産業
に集中。経済安全保障上重要な情報に関して、特に、経済関係省庁や防衛産 業を超え
た民間における情報保全強化が必要。 ・ こうした情報保全の強化は、同盟国・同志国と
の間で必要な国際的な枠組み整備 とあいまって、既に情報保全制度が経済・技術の分
野においても定着し活用されている国々との協力を推進し、ひいては、国家安全保障戦略
が示す我が国の安全 保障に関わる総合的な国力の向上にも資する。

20XX/9/3 プレゼンテーションのタイトル 36

33 34

35 36
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特定秘密保護法の大改悪が検討されている

• 経済安全保障上重要な情報の指定は、我が国として真に守るべき政府が保有す
る 情報に限定し、そこに厳重な鍵をかけるということが基本的な考え方。

• 特定秘密保護法の４分野と同様又はそれに準ずるものとして、例えば、経済制裁
に関する分析関連情報や経済安全保障上の規制制度の審査関連情報、サイ
バー分 野における脅威情報や防御策に係る情報、宇宙・サイバー分野等での政
府レベル の国際共同開発にもつながり得る重要技術情報なども念頭に、厳格に
管理すべき経済安全保障上の情報の範囲について検討を深めるべき。

• 国際的には情報の機微度に応じて複層的に管理がなされている点に留意し、現在
の特定秘密における単層構造から複層構造化についても検討すべき。

• その際、諸 外国のコンフィデンシャルに相当する情報の取扱いについて検討すべき。
• 経済安全保障を取り巻く変化の速さ等も踏まえ、情報の指定・解除における柔軟

かつ機動的な対応についても検討。

20XX/9/3 プレゼンテーションのタイトル 37

まとめ
戦争をくいとめる
ために

20XX/9/3 プレゼンテーションのタイトル 38

・いま、世界と日本で起きてい
る事実を知る
・メディアの報道を読み解く能
力を身に着ける
・海外に友人を持つ
・国と国民を同一視しない
・中国と日本の歴史や文化に
ついて深く知る

経済安保法の発動によって、一気に
日中関係は戦争前夜のモードに

• 経済安保法が施行され、現実に基幹インフラからの中国IT企業の締め出し
が始まれば、中国政府は大きな経済的な報復に打って出て、レアアースや医
薬品の原料などの重要物資だけでなく、食糧まで禁輸の対象としてくるかも
しれない。

• 日本の多くの市民は、経済安保法を作り、日本側から経済戦争を仕掛けた
ことを理解していないため、初めて中国が日本に経済戦争を仕掛けてきたと
感じるだろう。メディアも政府と一体となって、「中国けしからん」の大合唱に
なり、戦争前夜というべき状況になることでしょう。

• 日本企業は政府のすすめで、中国に多額の投資をしてきたが、その投資対
象はどうなってしまうのか。大川原化工機事件を見てもわかるように、中国企
業との貿易をしている企業や労働者が、真っ先にスパイ防止法の餌食にされ
るかもしれません。

2023/6/22
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